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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

(2) 連結財政状態

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 28,118 △3.9 2,686 11.6 3,025 23.2 1,941 105.8
24年3月期 29,271 3.4 2,406 △30.9 2,456 △21.9 943 △48.0

（注）包括利益 25年3月期 2,282百万円 （175.0％） 24年3月期 829百万円 （△50.0％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 160.06 159.45 10.0 7.4 9.6
24年3月期 76.69 ― 5.1 6.1 8.2

（参考） 持分法投資損益 25年3月期 189百万円 24年3月期 19百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 41,119 20,300 48.7 1,667.59
24年3月期 40,200 18,977 46.5 1,519.52

（参考） 自己資本 25年3月期 20,010百万円 24年3月期 18,689百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 5,087 △3,761 △189 4,360
24年3月期 2,230 △6,010 528 3,191

2.  配当の状況
年間配当金 配当金総額

（合計）
配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 17.00 ― 21.00 38.00 467 49.6 2.5
25年3月期 ― 17.00 ― 21.00 38.00 463 23.7 2.4
26年3月期(予想) ― 17.00 ― 21.00 38.00 45.1

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 14,606 2.4 388 △77.8 415 △76.4 284 △75.0 23.68
通期 30,112 7.1 1,652 △38.5 1,683 △44.4 1,009 △48.0 84.20



※  注記事項
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（注）「連結財務諸表の用語、様式および作成方法に関する規則」第14条の７（会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合）に該
当するものです。詳細は、添付資料Ｐ20 「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 有
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 12,300,000 株 24年3月期 12,300,000 株
② 期末自己株式数 25年3月期 300,569 株 24年3月期 569 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 12,128,939 株 24年3月期 12,299,467 株

（参考）個別業績の概要

平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

(2) 個別財政状態

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 20,726 △6.1 2,272 44.9 2,316 91.8 1,365 315.3
24年3月期 22,081 2.9 1,568 △47.0 1,208 △49.2 328 △75.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 112.57 112.14
24年3月期 26.73 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 32,183 16,423 51.0 1,368.45
24年3月期 31,137 16,012 51.4 1,301.89

（参考） 自己資本 25年3月期 16,420百万円 24年3月期 16,012百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きが実施中です。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料P２「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。
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(1) 経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要などを背景に回復の兆しを見せるとともに、政

権交代による期待感から円安・株高へ進行するなど、景気に改善の動きが見られました。しかしながら、欧州にお

ける財政問題の長期化や中国および新興国経済の減速などにより依然として見通しは不透明な状況で推移しまし

た。

このような環境のもと、当社グループは国内外の情報通信産業を中心に、顧客のニーズに基づいた多種多様なフ

ッ化物製品の供給を行うとともに、特殊貨物輸送で培った独自のノウハウに基づいた化学品の物流を担う事業展開

を行ってきました。

当連結会計年度の売上高は 百万円(前期比3.9％減)となりました。減少した主な要因は、主力の高純度薬

品事業および運輸事業の売上高が減少したことによるものです。利益面におきましては、電池部門の販売が伸び悩

んだものの、主要原料であります無水フッ酸の価格が中国国内での需要鈍化により下落した結果、営業利益は

百万円(同11.6％増)、経常利益は 百万円(同23.2％増)となりました。また、当期純利益は 百万

円(同105.8％増)となりました。

セグメントの業績は次のとおりです。

＜高純度薬品＞

高純度薬品事業につきましては、売上高は前連結会計年度と比較して電池部門およびフロン部門等が減少しま

した。その結果232億41百万円（前期比3.6％減）となりました。

営業利益は原材料価格が低水準で推移したことが寄与し、結果として31億27百万円（同7.6％増）となりまし

た。なお、主要な部門別の売上高については次のとおりです。

［半導体・液晶部門］

半導体用の高純度フッ化物は韓国を中心とした輸出販売が期を通じて堅調に推移しました。その結果、売上

高は127億70百万円（前期比1.7％増）となりました。

［電池部門］

リチウムイオン二次電池用電解質の販売が、競争激化に起因する販売数量および価格の下落により減少し、

売上高は30億１百万円（同9.7％減）となりました。

［代替フロン部門］

無水フッ酸の市場価格の低下にともない販売価格が下落し、売上高は13億51百万円（同14.6％増）となりま

した。

＜運輸＞

運輸事業につきましては、運輸収入の売上高が減少した結果、売上高は44億32百万円（前期比5.2％減）とな

りました。営業利益につきましては軽油価格の上昇などにより６億73百万円（同17.8％減）となりました。

＜メディカル＞

メディカル事業につきましては、前連結会計年度に引続き臨床実験などの先行投資費用が発生した結果、営業

損失が６億58百万円（前期は、６億26百万円の営業損失）となりました。

＜コスメティック＞

コスメティック事業につきましては、売上高は１億43百万円（前期比35.4％減）となりました。営業損失は広

告宣伝費などの費用の減少により１億52百万円（前期は、２億80百万円の営業損失）となりました。

＜その他＞

その他事業につきましては、売上高は３億円（前期比18.4％増）となりました。営業損失はエネルギーマネジ

メント事業、ムーンライト事業の先行投資費用が発生したことにより３億１百万円（前期は、４億21百万円の営

業損失）となりました。

１．経営成績・財政状態に関する分析

281億18

26億86 30億25 19億41



(次期の見通し）

次期の連結業績見通しは、売上高は301億12百万円（当期比7.1％増）を見込んでいます。

一方、損益面におきましては主原料価格の上昇および円安により原材料費の増加が見込まれることから、営業

利益が16億52百万円（当期比38.5％減）、経常利益が16億83百万円（同44.4％減）、当期純利益が10億９百万円

（同48.0％減）を見込んでいます。

＜当社グループの連結業績見通し＞

業績予想 当期実績 対当期比

百万円 百万円 ％

売 上 高 30,112 28,118 107.1

営 業 利 益 1,652 2,686 61.5

経 常 利 益 1,683 3,025 55.6

当 期 純 利 益 1,009 1,941 52.0



(2) 財政状態に関する分析

①資産・負債および純資産の状況

当連結会計年度末は総資産411億19百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億18百万円増加しました。流動

資産は150億64百万円となり12億52百万円増加しました。主な要因は、現金及び預金12億16百万円の増加、棚卸

資産３億37百万円の増加等によるものです。固定資産は260億54百万円となり３億33百万円減少しました。主な

要因は有形固定資産６億63百万円の減少、投資その他の資産３億24百万円の増加によるものです。

当連結会計年度末の負債合計は208億18百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億４百万円減少しました。

主な要因は有利子負債10億10百万円の増加、設備関係支払手形10億91百万円の減少等によるものです。

当連結会計年度末の純資産は203億円となり、前連結会計年度末に比べ13億23百万円増加しました。主な要因

は利益剰余金が14億73百万円増加したことによるものです。この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の

46.5％から48.7％となりました。

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて11億68

百万円増加し、当連結会計年度末は43億60百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

［営業活動によるキャッシュ・フロー］

営業活動の結果得られた資金は50億87百万円（前期比28億57百万円収入増加）となりました。

主な内訳は、税金等調整前当期純利益が30億27百万円、減価償却費が28億21百万円等の収入、法人税等の６億

89百万円の支払いです。

［投資活動によるキャッシュ・フロー］

投資活動の結果使用した資金は37億61百万円（同22億49百万円支出減少）となりました。

主な内訳は、有形固定資産の取得による支出36億92百万円です。

［財務活動によるキャッシュ・フロー］

財務活動の結果支出した資金は１億89百万円（前期は５億28百万円の収入）となりました。

主な内訳は、有利子負債の新規借入・返済等による７億71百万円の収入、配当金の支払４億68百万円等です。

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式を除く）により計算しています。

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

全ての負債を対象としています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息

の支払額を使用しています。

第66期

平成21年３月期

第67期

平成22年３月期

第68期

平成23年３月期

第69期

平成24年３月期

第70期

平成25年３月期

自己資本比率（％） 41.2 47.0 46.1 46.5 48.7

時価ベースの自己資本比率

（％）
61.1 133.1 101.4 60.6 50.5

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年）
4.3 2.2 3.7 6.5 3.0

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
17.7 29.4 24.7 20.9 47.1



(3) 利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当

当社は、財務状況、利益水準などを総合的に勘案したうえで、安定的かつ継続的に配当を行うことが、経営上の

重要な課題であると認識しています。内部留保金は、設備投資、研究開発投資などに充当し、今後の事業展開に積

極的に活用し、企業価値を高めるよう努力いたします。

なお、当期の配当につきましては、すでに実施いたしました中間配当17円に加え21円の期末配当を実施し、年間

38円を予定しています。また、次期の配当につきましても、中間配当17円、期末配当21円の年間38円を予定してい

ます。

(4) 事業等のリスク

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えら

れる主な事項を以下に記載しています。必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資判断上重要である

と考えられる事項については、積極的な情報開示の観点から以下に開示します。なお、当社グループは、これらの

リスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存です。

本項においては、将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は現時点において判断したものです。また、

以下の記載事項は、当社の事業等に関するリスクを全て網羅したものではないことにご留意ください。

① 特定事業への高い依存について

当社グループの売上高において、高純度薬品事業の半導体・液晶関連の占める割合が高く(45.4％)、得意先で

ある電子・電気・通信機器業界の半導体需要ならびに設備投資動向等が当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

② 原材料の調達リスクについて

当社グループの原材料等の一部は、中国等に在る特定の供給源に依存しており、その供給が逼迫した場合や、

供給が中断した場合には、原材料等の価格が上昇したり、製造に遅れが生じることにより、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

③ 新規事業リスクについて

当社グループは、メディカル事業を含む新規事業を順次立ち上げておりますが、事業開始当初は、費用が収益

に先行して発生する場合があります。また、その後の事業環境の変化等様々な要因により、これらの事業が計画

どおりに進捗しない場合もあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④ 研究開発リスクについて

当社グループは、広範囲にわたる顧客ニーズに応え、企業の持続的成長を支えるため、各事業において、長期

的な視点で継続的に資源を投入し、既存製品の改良や、新規製品の開発など研究開発活動を行っております。し

かし、これらの研究開発の結果が目標と大きく乖離し、期待どおりの成果が得られない場合、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 海外活動リスクについて

当社グループは、フッ化物製造事業を中心に、シンガポール、中国、韓国に事業展開していますが、各国にお

いて以下のようなリスクがあります。そのため、これらの事象が発生した場合は、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。

a）予期しえない法律・規制・不利な影響を及ぼす租税制度の変更

b）不利な政治的要因の発生

c）テロ、戦争等による社会的混乱

⑥ 災害や事故の発生について

当社グループは、生産活動の中断により生じる影響を最小限に抑えるため、日常的な製造設備の保守点検、安

全防災設備・機器の導入、安全防災訓練やマニュアルづくり等、安全確保に努めていますが、突発的な災害発生

や不慮の事故発生により、生産活動が停止した場合、直ちに代替生産できない製品もあり、業績に影響を及ぼす

可能性があります。



⑦ 法的規制リスクについて

当社グループは、主力事業として化学物質を扱っているため、環境に関する法律や、各種業法にかかる許認

可、届出、登録等の法規制を受けています。また、一部製品は、輸出の際に「外国為替及び外国貿易法」等、安

全保障貿易管理制度に基づく規制を受けています。これらの法令の改定は、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

⑧ 訴訟リスクについて

当社グループは、国内外の法令順守に努めていますが、広範な事業活動を行う中、訴訟、その他の法律的手続

の対象となるリスクがあり、重要な訴訟等の提起を受けた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

⑨ 製造物責任リスクについて

当社グループでは、製品の特性に応じた最適な品質の確保に全力を挙げて取り組んでいますが、予期せぬ事態

により品質問題が発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑩ 知的財産権侵害リスクについて

当社グループは、独自に開発した技術等について、特許権その他の知的財産権を取得するなど保護に努めてい

ますが、第三者による技術の不正流用を防止できない可能性があり、また他社の保有する知的財産権の使用を必

要とする場合に、相手方と交渉が成立しない場合など、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。



当社グループは、当社、子会社11社および関連会社１社で構成され、高純度薬品の製造、仕入、販売を主たる

業務としている他、運輸事業等を行っています。

当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりです。

(1) 高純度薬品

フッ化物を中心とする高純度薬品などの製造および販売を行っています。当社製品の用途は、半導体デバイス

の高集積度化を可能にする超高純度エッチング剤や洗浄剤、シリコンウェハにパターンを焼き付けるステッパー

のレンズ原料などに使われています。また、携帯電話、デジタルカメラ、ビデオカメラ、ノート型パソコン、電

動アシスト自転車、ハイブリッド車などに使われるリチウムイオン二次電池用の電解質、その他、液晶用ガラス

の表面処理剤、フロンガスおよびフッ素樹脂の原料、医薬および農薬などの中間原料などに幅広く使われていま

す。

（関係会社） ステラケミファ㈱、STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD、浙江瑞星フッ化工業有限公司、

ブルーエキスプレス㈱、星青国際貿易（上海）有限公司、フェクト㈱

(2) 運輸

主に、化学製品に特化した物流事業を中心に、倉庫保管業、通関業などを行っています。

（関係会社） ブルーエキスプレス㈱、STELLA EXPRESS(SINGAPORE) PTE LTD、

青星国際貨物運輸代理（上海）有限公司

(3) メディカル

ホウ素中性子捕捉療法（BNCT）に使用するがん治療薬の開発・研究を行っています。

（関係会社） ステラケミファ㈱、ステラファーマ㈱

(4) コスメティック

基礎化粧品を中心に、化粧品販売業を行っています。

（関係会社） ステラケミファ㈱、コスメドステラ㈱

(5) その他

自動車整備業、保険代理業、ネットワーク関連機器およびソフトウェア開発・販売業、蓄光製品の製造販売業

などを行っています。

（関係会社） ステラケミファ㈱、ブルーオートトラスト㈱、ステラグリーン㈱、

アライズ・コーポレート㈱

〔事業系統図〕

（注）無印 連結子会社 ※ 関係会社で持分法適用会社

２．企業集団の状況



(1) 会社の経営の基本方針

当社グループは、それぞれの事業において、「即断、即決、即実行」の速く、強く、しなやかな経営を実践し、

既成概念にとらわれない強靭な経営体制を築きます。

これを実現するために、適正な利益を確保し、変化を恐れず、常に前向きに挑戦し続ける経営で、ステークホル

ダーとともに「新しい時代に繁栄する企業」として、社会に貢献していきます。

(2) 目標とする経営指標

株主利益重視の観点から、収益性と資本効率を高め、ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）を高水準で維持していく

ことを重要な経営指標としています。

(3) 中長期的な会社の経営戦略

当社グループの重点施策は、以下の２点です。

①主力事業における更なる飛躍

当社のコア事業である半導体・液晶部門、エネルギー源として需要増が予想されるリチウムイオン二次電池

用電解質の電池部門などの高純度薬品事業において、内外での確実なマーケットリサーチを行い、国際化、多

様化する、顧客ニーズを的確に把握し、世界最高レベルでの品質と安定生産体制を維持し、トップサプライヤ

ーとしての地位を堅持していきます。

また、運輸事業においては、特殊貨物輸送のノウハウを発揮し、細やかで、信頼性のあるトータルロジステ

ィックシステムの構築をさらに進め、高純度薬品事業を側面から支えます。

②新規事業への挑戦

当社グループは、従来のフッ素化学メーカーとしての枠組みを超え、新しい時代にふさわしい分野への進出

をはかり、次世代の事業の柱として、成長を遂げることを信じ、次の新規事業に積極的な投資を行っていきま

す。

メディカル事業は、次世代の高度医療の中核を担うホウ素中性子捕捉療法（ＢＮＣＴ）によるがん治療の早

期事業化を加速しています。

コスメティック事業は、「マダムアルバ」「アクアミスティーク」というブランドで、上質なトータルスキ

ンケア商品を次々と投入しており、販売の拡大と知名度アップをはかっています。

次世代の農業ＩＣＴソリューション技術に基づくエネルギーマネジメント事業、画期的な省エネ材料を提案

するムーンライト事業は、それぞれ生活に密着した事業であるため、事業拡大に向けて積極的に取り組んでい

ます。

(4) 会社の対処すべき課題

時代の変化を敏感に感じ取る感性、スピーディーな意思決定や柔軟な発想をもって経営を続けるために、次の課題

に取り組み、さらなるグループ企業価値の向上を目指します。

①主力事業の成長継続と災害に強い体制づくり

当社グループは、市場で高いシェアを占める半導体用高純度薬液や電池材料におけるグローバルな競争力を

堅持するために、顧客のニーズに合った高付加価値製品の開発を継続し、マーケティングを含めた営業活動を

強化しながら、原価低減のための取組みを実施し、この分野におけるトップサプライヤーとしての地位を堅持

します。

また、製造トラブルによる事故発生への準備に加えて、沿岸部での地震や津波などの大規模災害への対応準

備に取り組みます。安全操業のための各種法令の遵守はもちろんのこと、日常の緊急訓練を徹底しながら被害

を最小限に抑えることに努めるとともに、代替品の供給が難しい製品などを考慮し、ＢＣＰ（事業継続計画）

を含めた事故、災害に強い体制づくりを実施してまいります。

②新規事業の収益化

当社グループは、主力事業の成長拡大とともに新規事業への参入をはかり、現在収益力の強化、多角化に取

り組んでおります。具体的には、メディカル事業、コスメティック事業、エネルギーマネジメント事業、ムー

ンライト事業の４つの事業に取り組み、無機化学薬品企業からの飛躍を遂げるべく挑戦を続けています。それ

ぞれの事業は、従来のビジネスモデルと異なり、収益体制の確立や事業進出に時間を要していますが、新たな

事業領域を開拓することで、次世代のステラケミファを担う事業にするべく、さらにスピードをもって取り組

んでまいります。

３．経営方針



③基幹システムの刷新

当社グループに関わる経営に資する膨大な情報を収集管理し共有することで、より戦略的、効率的な経営判

断を支援するために、基幹システムの刷新に取り組みます。具体的には、当社グループが目指しているスピー

ディーな意思決定体制、役職員の業務省力化、効率化に加え、現在は、感覚や勘が必要とされている各種作業

を抽出し、これらの経験やノウハウを数値化、標準化に努めることで、次世代のものづくりを意識し、新しい

次元の構造改革を実施します。

④若手人材の育成、ノウハウの伝承

当社グループでは、事業拡大にともなう設備増設、新工場稼働に備えて、これからの将来を担ってもらう多

くの若手人材を確保してきました。当社は、機械による自動化が進んだとはいえ、生産拠点において多量の危

険物を扱うことから、技術者は、安全管理、物質性状、設備構造など、特別な知識、ノウハウが必要とされま

す。これらの技能を次世代につなぐために、育成型の人事制度構築をはじめとした様々な施策を実行し、シニ

ア、ベテラン社員の持つ伝統を伝承し、若手人材を育成することで、継続して繁栄する企業の風土を醸成しま

す。



４．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,241 4,457

受取手形及び売掛金 ※2  6,465 ※2  5,834

商品及び製品 1,773 1,969

仕掛品 953 1,008

原材料及び貯蔵品 629 715

繰延税金資産 300 385

その他 494 793

貸倒引当金 △44 △99

流動資産合計 13,812 15,064

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 13,997 15,768

減価償却累計額 △8,313 △9,061

建物及び構築物（純額） 5,684 6,707

機械装置及び運搬具 21,609 28,992

減価償却累計額 △16,393 △18,060

機械装置及び運搬具（純額） 5,216 10,931

土地 5,470 5,467

建設仮勘定 7,992 253

その他 4,989 5,820

減価償却累計額 △4,172 △4,664

その他（純額） 817 1,156

有形固定資産合計 25,180 24,516

無形固定資産

その他 71 76

無形固定資産合計 71 76

投資その他の資産

投資有価証券 ※1  438 ※1  686

繰延税金資産 420 429

その他 587 654

貸倒引当金 △309 △308

投資その他の資産合計 1,137 1,461

固定資産合計 26,388 26,054

資産合計 40,200 41,119



（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,612 1,701

短期借入金 4,186 3,281

1年内返済予定の長期借入金 4,265 3,953

未払法人税等 248 772

賞与引当金 364 339

設備関係支払手形 1,360 269

その他 1,903 972

流動負債合計 13,941 11,289

固定負債

長期借入金 5,984 8,213

退職給付引当金 575 601

役員退職慰労引当金 455 506

その他 265 207

固定負債合計 7,281 9,528

負債合計 21,223 20,818

純資産の部

株主資本

資本金 3,180 3,180

資本剰余金 3,288 3,288

利益剰余金 12,720 14,194

自己株式 △1 △496

株主資本合計 19,187 20,166

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1 10

繰延ヘッジ損益 △18 △24

為替換算調整勘定 △478 △142

その他の包括利益累計額合計 △498 △156

新株予約権 － 3

少数株主持分 288 287

純資産合計 18,977 20,300

負債純資産合計 40,200 41,119



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
（連結損益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

売上高 29,271 28,118

売上原価 ※6  22,442 ※6  21,461

売上総利益 6,829 6,656

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  4,422 ※1, ※2  3,969

営業利益 2,406 2,686

営業外収益

受取利息 8 14

受取配当金 1 3

持分法による投資利益 19 189

デリバティブ評価益 103 184

その他 109 165

営業外収益合計 242 557

営業外費用

支払利息 143 100

為替差損 20 83

その他 28 34

営業外費用合計 192 218

経常利益 2,456 3,025

特別利益

固定資産売却益 ※3  95 ※3  30

特別利益合計 95 30

特別損失

固定資産廃棄損 ※4  76 ※4  28

固定資産売却損 ※5  0 －

減損損失 508 －

その他 0 0

特別損失合計 586 28

税金等調整前当期純利益 1,966 3,027

法人税、住民税及び事業税 956 1,208

法人税等調整額 76 △83

法人税等合計 1,032 1,125

少数株主損益調整前当期純利益 933 1,902

少数株主損失（△） △9 △38

当期純利益 943 1,941



（連結包括利益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 933 1,902

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △4 11

繰延ヘッジ損益 △8 △5

為替換算調整勘定 △66 289

持分法適用会社に対する持分相当額 △24 84

その他の包括利益合計 ※  △104 ※  379

包括利益 829 2,282

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 846 2,283

少数株主に係る包括利益 △17 △0



（３）連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,180 3,180

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,180 3,180

資本剰余金

当期首残高 3,288 3,288

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,288 3,288

利益剰余金

当期首残高 12,244 12,720

当期変動額

剰余金の配当 △467 △467

当期純利益 943 1,941

当期変動額合計 475 1,473

当期末残高 12,720 14,194

自己株式

当期首残高 △1 △1

当期変動額

自己株式の取得 △0 △494

当期変動額合計 △0 △494

当期末残高 △1 △496

株主資本合計

当期首残高 18,711 19,187

当期変動額

剰余金の配当 △467 △467

当期純利益 943 1,941

自己株式の取得 △0 △494

当期変動額合計 475 979

当期末残高 19,187 20,166

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 3 △1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4 11

当期変動額合計 △4 11

当期末残高 △1 10

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △9 △18

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 △5

当期変動額合計 △8 △5

当期末残高 △18 △24



（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

為替換算調整勘定

当期首残高 △395 △478

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △82 335

当期変動額合計 △82 335

当期末残高 △478 △142

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △402 △498

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △96 341

当期変動額合計 △96 341

当期末残高 △498 △156

新株予約権

当期首残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 3

当期変動額合計 － 3

当期末残高 － 3

少数株主持分

当期首残高 305 288

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △17 △0

当期変動額合計 △17 △0

当期末残高 288 287

純資産合計

当期首残高 18,615 18,977

当期変動額

剰余金の配当 △467 △467

当期純利益 943 1,941

自己株式の取得 △0 △494

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △113 344

当期変動額合計 362 1,323

当期末残高 18,977 20,300



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,966 3,027

減価償却費 2,437 2,821

のれん償却額 154 －

減損損失 508 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 271 55

賞与引当金の増減額（△は減少） 74 △24

退職給付引当金の増減額（△は減少） △148 25

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 33 51

受取利息及び受取配当金 △10 △18

支払利息 143 100

有形固定資産除売却損益（△は益） △19 △2

デリバティブ評価損益（△は益） △103 △184

持分法による投資損益（△は益） △19 △189

為替差損益（△は益） △35 64

売上債権の増減額（△は増加） 6 739

たな卸資産の増減額（△は増加） △972 △270

仕入債務の増減額（△は減少） △123 2

その他の流動資産の増減額（△は増加） △89 62

その他の流動負債の増減額（△は減少） 41 △166

未収消費税等の増減額（△は増加） △19 △287

未払消費税等の増減額（△は減少） △200 △6

その他 39 66

小計 3,934 5,867

利息及び配当金の受取額 10 18

利息の支払額 △106 △108

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,607 △689

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,230 5,087

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △60 △117

定期預金の払戻による収入 90 70

有形固定資産の取得による支出 △6,029 △3,692

有形固定資産の売却による収入 139 41

投資有価証券の取得による支出 △1 △4

投資有価証券の売却による収入 － 0

その他の支出 △152 △165

その他の収入 3 107

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,010 △3,761



（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,709 △1,053

長期借入れによる収入 3,075 6,218

長期借入金の返済による支出 △3,704 △4,391

少数株主への配当金の支払額 △83 －

自己株式の取得による支出 △0 △494

配当金の支払額 △466 △468

新株予約権の発行による収入 － 3

その他 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 528 △189

現金及び現金同等物に係る換算差額 15 31

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,235 1,168

現金及び現金同等物の期首残高 6,426 3,191

現金及び現金同等物の期末残高 3,191 4,360



該当事項はありません。

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 11社

連結子会社名は、ブルーエキスプレス㈱、ブルーオートトラスト㈱、ステラファーマ㈱、コスメドステラ㈱、ス

テラグリーン㈱、アライズ・コーポレート㈱、STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD、STELLA EXPRESS (SINGAPORE)

PTE LTD、浙江瑞星フッ化工業有限公司、星青国際貿易(上海)有限公司、青星国際貨物運輸代理(上海)有限公司で

す。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数 １社

当該会社は、フェクト㈱です。

(2）持分法の適用会社は、決算日が連結決算日と異なっているため、関連会社の事業年度にかかる財務諸表を使用

しています。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、ブルーオートトラスト㈱、ステラファーマ㈱、コスメドステラ㈱、ステラグリーン㈱、

STELLA CHEMIFA SINGAPORE PTE LTD、浙江瑞星フッ化工業有限公司、星青国際貿易(上海)有限公司、青星国際貨物

運輸代理(上海)有限公司およびSTELLA EXPRESS (SINGAPORE) PTE LTDの決算日は12月31日です。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しています。ただし、連結決算日までの期間

に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準および評価方法

①  有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）によっています。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっています。

②  デリバティブ

時価法によっています。

③  たな卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しています。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産（リース資産を除く）

機械及び装置

主として定額法によっています。

なお、主な耐用年数は８年です。

その他の有形固定資産

主として定率法によっています。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法によっています。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 10～40年

運搬具 2～ 4年

少額減価償却資産

取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年均等償却によっています。

②  無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっています。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいています。

(5)連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）



③  リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっています。

(3）重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社および国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上していま

す。また、在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上しています。

②  賞与引当金

当社および国内連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しています。

③  退職給付引当金

当社および国内連結子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき計上しています。

④  役員退職慰労引当金

当社および国内連結子会社の一部において、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しています。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま

す。なお、在外子会社等の資産および負債ならびに収益および費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および少数株主持分に含めて計上しています。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①  ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっています。

②  ヘッジ手段とヘッジ対象

a.ヘッジ手段…通貨オプション取引

ヘッジ対象…原材料輸入による外貨建買入債務および外貨建予定取引

b.ヘッジ手段…金利スワップ取引

ヘッジ対象…長期借入金

③  ヘッジ方針

通貨オプション取引は、輸入仕入にかかる為替変動リスクをヘッジする目的で外貨建予定取引の決済に必要

な範囲内で行っています。金利スワップ取引は、長期借入金にかかる金利変動リスクをヘッジする目的で借入

金の範囲内で行っています。

④  ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し両者の変動額を基礎にして行っています。

なお、特例処理によっている金利スワップや高い有効性があるとみなされる場合については、有効性の評価

を省略しています。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっています。



（減価償却方法の変更）

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しています。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ38百万円増加しています。

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりです。

※２ 連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしています。なお、当連結

会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれ

ています。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。

（会計方針の変更）

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

投資有価証券（株式） 百万円383 百万円608

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

受取手形 百万円93 百万円53

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

給料及び手当 百万円520 百万円552

賞与引当金繰入額 64 61

貸倒引当金繰入額 337 53

退職給付費用 16 15

役員退職慰労引当金繰入額 33 64

研究開発費 1,104 1,124

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

百万円1,104 百万円1,124

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

土地等 百万円90 百万円5

車両運搬具等 5 25

計 95 30



※４ 固定資産廃棄損の内容は次のとおりです。

※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりです。

※６ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれて

います。

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

建物及び構築物 百万円30 百万円0

機械装置及び運搬具 39 27

工具、器具及び備品 5 0

計 76 28

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

機械装置及び運搬具 0 －

計 0 －

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

百万円10 百万円50

（連結包括利益計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

その他有価証券評価差額金：

当期発生額 百万円△7 百万円18

組替調整額 － 0

税効果調整前 △7 18

税効果額 3 △6

その他有価証券評価差額金 △4 11

繰延ヘッジ損益：

当期発生額 △13 △9

税効果額 4 3

繰延ヘッジ損益 △8 △5

為替換算調整勘定：

当期発生額 △66 289

持分法適用会社に対する持分相当額：

当期発生額 △24 84

その他の包括利益合計 △104 379



前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加104株は、単元未満株式の買取りによるものです。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加300,000株のうち、200,000株につきましては、取締役会の決議に基づく自己株

式の取得であり、100,000株につきましては、当社が平成24年２月15日付の取締役会において、従業員の新しい福

利厚生サービスとして自社の株式を給付し、当社の株価や業績との連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様

と共有することにより、株価および業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、「株式給付信託

（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入を決議したことにともない、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が取得し

たものです。

（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 12,300,000 － － 12,300,000

合計 12,300,000 － － 12,300,000

自己株式

普通株式 465 104 － 569

合計 465 104 － 569

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月17日

取締役会
普通株式 258 21 平成23年３月31日 平成23年６月２日

平成23年10月26日

取締役会
普通株式 209 17 平成23年９月30日 平成23年11月28日

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月15日

取締役会
普通株式 258 利益剰余金 21 平成24年３月31日 平成24年６月１日

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 12,300,000 － － 12,300,000

合計 12,300,000 － － 12,300,000

自己株式

普通株式 569 300,000 － 300,569

合計 569 300,000 － 300,569



２．新株予約権に関する事項

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

次のとおり、決議を予定しています。

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

（親会社）
平成24年新株予約権 普通株式 － － － － 3

合計 － － － － － 3

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月15日

取締役会
普通株式 258 21 平成24年３月31日 平成24年６月１日

平成24年10月29日

取締役会
普通株式 209 17 平成24年９月30日 平成24年11月28日

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月14日

取締役会
普通株式 254 利益剰余金 21 平成25年３月31日 平成25年５月31日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 3,241百万円 4,457百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △50 △97

現金及び現金同等物 3,191 4,360



１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社は、取締役会、経営会議において、当社グループ全体を包括的に把握し、各子会社ごとの報告を基

礎とした各事業別の戦略を立案し、事業活動を展開しています。

したがって、当社は、事業別のセグメントから構成されており、「高純度薬品事業」、「運輸事業」、

「メディカル事業」および「コスメティック事業」の４つを報告セグメントとしています。

「高純度薬品事業」は、高純度薬品の製造、販売を行っています。「運輸事業」は、化学薬品等の輸

送、保管および通関業務などを行っています。「メディカル事業」は、医薬品の研究を行っています。

「コスメティック事業」は、化粧品販売を行っています。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一です。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

セグメント間の内部収益および振替高は市場実勢価格に基づいています。

（減価償却方法の変更）

当会社および国内連結子会社は、法人税法の改正にともない、当連結会計年度より、平成24年４月１日

以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しています。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度のセグメント利益が、「高純度薬品事業」で34百万

円、「運輸事業」で３百万円、それぞれ増加しています。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日）

(単位：百万円）

（注）「その他」には、当社グループが行っている保険代理事業、自動車整備事業、エネルギーマネジメント事業

（ネットワーク関連機器およびソフトウェア開発販売）およびムーンライト事業（蓄光製品の製造販売）を

含んでいます。

（セグメント情報等）

セグメント情報

報告セグメント
その他
（注）

合計
高純度
薬品

運輸 メディカル
コスメ
ティック

計

売上高

外部顧客への

売上高
24,117 4,677 － 222 29,017 254 29,271

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

110 2,804 － － 2,914 198 3,112

計 24,227 7,481 － 222 31,932 452 32,384

セグメント利益

又は損失（△）
2,907 818 △626 △280 2,818 △421 2,397

セグメント資産 31,266 7,153 1,720 91 40,231 238 40,469

その他の項目

減価償却費 1,810 581 11 4 2,408 29 2,437

のれんの償却額 － － － － － 154 154

減損損失 － － － － － 508 508

持分法適用会社への

投資額
383 － － － 383 － 383

有形固定資産および

無形固定資産の

増加額

5,641 338 327 － 6,306 7 6,314



当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

(単位：百万円）

（注）「その他」には、当社グループが行っている保険代理事業、自動車整備事業、エネルギーマネジメント事業

（ネットワーク関連機器およびソフトウェア開発販売）およびムーンライト事業（蓄光製品の製造販売）を

含んでいます。

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額および当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

(単位：百万円）

(単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
高純度
薬品

運輸 メディカル
コスメ
ティック

計

売上高

外部顧客への

売上高
23,241 4,432 － 143 27,817 300 28,118

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

12 2,787 － － 2,800 184 2,985

計 23,253 7,220 － 143 30,617 485 31,103

セグメント利益

又は損失（△）
3,127 673 △658 △152 2,989 △301 2,687

セグメント資産 32,296 7,239 1,560 67 41,163 306 41,470

その他の項目

減価償却費 2,202 496 113 1 2,814 7 2,821

のれんの償却額 － － － － － － －

減損損失 － － － － － － －

持分法適用会社への

投資額
608 － － － 608 － 608

有形固定資産および

無形固定資産の

増加額

2,194 265 40 － 2,500 0 2,501

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 31,932 30,617

「その他」の区分の売上高 452 485

セグメント間取引消去 △3,112 △2,985

連結財務諸表の売上高 29,271 28,118

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 2,818 2,989

「その他」の区分の利益 △421 △301

セグメント間取引消去 9 △0

連結財務諸表の営業利益 2,406 2,686



(単位：百万円）

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない当社の長期投資資金（投資有価証券および会員権）です。

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 40,231 41,163

「その他」の区分の資産 238 306

全社資産（注） 45 64

その他の調整額 △314 △415

連結財務諸表の資産合計 40,200 41,119

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在していないため記載していません。

１株当たり純資産額 円 銭1,519 52

１株当たり当期純利益金額 円 銭76 69

１株当たり純資産額 円 銭1,667 59

１株当たり当期純利益金額 円 銭160 6

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 銭159 45

前連結会計年度末
（平成24年３月31日）

当連結会計年度末
（平成25年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 18,977 20,300

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
288 290

（うち新株予約権） － (3)

（うち少数株主持分） (288) (287)

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
18,689 20,010

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
12,299 11,999



（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

該当事項はありません。

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストッ

ク・オプション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における

開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しています。

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

(1) １株当たり当期純利益金額

当期純利益（百万円） 943 1,941

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 943 1,941

期中平均株式数（千株） 12,299 12,128

(2) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加額（千株） － 46

（うち新株予約権（千株）） － 46

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要

－ －

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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